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① 拡大期迎えた水性ＩＪインキ 軟包材向けが主戦場に 

2025 年 6 月 16 日 化学工業日報 

 

 

軟包材へのＩＪ印刷の適用イメージ。日本化薬は“プライマーレス”をテーマに提案する 

 

 版が不要でオペレーターの熟練度も問わない印刷方式として長らく注目を浴びるインクジェット（ＩＪ）印刷－。これまで屋

外広告やテキスタイルなどの分野で紫外線（ＵＶ）硬化型インキが成長を続けてきたが、２０２４年頃から水性品の成長が

目立ち始めた。素材供給を担う各社がいずれも主要ターゲットとにらむのは食品の軟包材向け適用で、長らく溶剤系グ

ラビア印刷が包材向けの主流を占めた日本市場でもいよいよ版式変更が本格化する可能性がある。主に環境対応の面

から注目される水性フレキソ印刷とともに、遠くない将来にフィルム向けの２大印刷プロセスとして立ち上がっていきそう

だ。 

 

 ＜“非・インキ大手”が先行 プライマー技術に焦点＞ 

 

 

ＤＩＣは買収シナジーで水性ＩＪに適した新顔料を創出した 

 

ＩＪ市場はプリンターメーカーにおける在庫滞留や仮需などに影響されやすく景気動向をすぐさま反映しにくいが、２４年

度はインキを中心とした主要プレイヤーで好調が目立った。 

 主にＵＶ硬化型が多い分野では、ＤＩＣがテキスタイル用を伸ばして前年度比３０％の増収を達成。サカタインクスもアパ

レル分野でスクリーン捺染からＩＪへの置き換え需要などを獲得。少し毛色の違う分野では日本化薬の消費者向けＩＪ用

色素が想定以上の仮需を吸収し、２２年度下期から生じた在宅印刷ニーズの停滞から反転・再浮上するシーンもあっ

た。 

 産業用ＩＪの分野をみると、環境の変化にともなって各社とも対象市場のシフトを着実に進めている。この分野では長ら

く屋外広告が代表的な適用先とされてきたが、中国勢の進出などで売価下落に直面。そのため日系各社は「用途領域

の絞り込み」をともなうデジタルシフト戦略を採り、産業用のなかでも自社がなじみやすい１～３分野ほどの範囲で商機を

掴もうとする動きが活発だ。 



 メーカーによってリストアップする注力領域はまちまちだが、ほぼ共通するのが「水性ＩＪの軟包材向け適用」と言える。

この分野は欧州市場が先行し、現状では主にスナック類などの簡易包装への適用が進展。大手インキメーカーによれば

「裏刷りで複雑な層構成を採るボイル・レトルト包材向けはまだ採用がない」状況だが、各社が材料側からの改良提案で

しのぎを削る。 

 軟包材への水性ＩＪ適用は“非・インキ大手”が技術的に先行することが特徴で、日本化薬や花王などが存在感を示

す。日本化薬は「プライマーレスの水性顔料インキ」として多様なフィルム基材に適用させるコンセプトを採り、３０年度の

シェア目標として１０％を設定した。この分野のグローバル市場を１３００億円と見込んでおり、今春には福山工場（広島

県福山市）に専用新棟「Ａ－Ｉ－１」を竣工させて市場成長への備えを固めた。 

 水性ＩＪインキは基材への密着性が課題となりやすく、日本化薬が目指すプライマーレス化は相応にハードルが高いの

も事実だ。既存のインキ大手ではＩＪ以外の在来版式も熟知するという視点の違いから、むしろプライマー技術を差別化

要因と位置づける例が散見される。 

 この路線を採用するのはａｒｔｉｅｎｃｅ傘下のトーヨーカラーやサカタインクスだ。サカタインクスは発色性を高めるための

白インキの塗工を含む全プロセスの水性ＩＪ化を基本路線としつつも、ニーズに応じたフレキシブル対応に照準を定め

る。「ＩＪは高精細な印刷を得意とする一方、いわゆる“ベタ塗り”が苦手」（同社）という特性を直視し、グラビアなど在来の

有版プロセスと組み合わせた「ハイブリッド印刷」にも応じる構えをみせる。 

 

 ＜顔料種置き換えに商機 水系分散への適性向上＞ 

 ＩＪの水性化は、主要素材である顔料にも商機をもたらす。インキ・顔料とも世界最大手の地位にあるＤＩＣでは、顔料外

販の注力分野の一つとしてデジタル印刷市場を設定。ここではとくに２１年に買収したＢＡＳＦ顔料事業（旧Ｃ＆Ｅ）との技

術シナジーがカギを握り、２４年にはブルーとイエローで新顔料の開発に成功した。新製品２種はいずれもＩＪヘッドの目

詰まりを防ぐ「キュービック形状」に特徴があり、水系分散への適性を高めた点からも訴求を強める。 

 ＩＪインキはオフセット・グラビア・フレキソなどの各インキとは異なり、多環系の高級顔料を多用する点に特徴がある。プ

ロセスカラー別にみると、マゼンタがキナクリドン系、シアンは銅フタロシアニン系の精密合成品が主流を占める。一方で

イエローは必要な色相に応じて多環系・アゾ系とも多くの顔料種を使い分ける傾向にあるが、水系分散に限ればモノア

ゾ系が主流とされる。 

 ＤＩＣは旧Ｃ＆Ｅの統合によってマゼンタ・シアンのシェアを大きく伸ばした一方、イエローのシェア向上が課題として残っ

た。２４年に投入した新規イエロー顔料では将来見込まれる化学品規制の厳格化をシェア向上のきっかけとする考えで、

モノアゾ系からの品種転換を志向。特定芳香族アミン（ＰＡＡ）の溶出対策といった観点から、新製品ではジスアゾを主骨

格として採用した。 

 

 

スダルシャンはホイバッハの傘下入りでデジタル印刷用を拡充した 

 

 

 



 他の顔料大手もそれぞれの得意分野からＩＪ用の顔料種の転換に商機を見出す。ＤＩＣが技術基盤を拡充したキナクリ

ドンへの対抗策を打ち出すのは、世界２位の印スダルシャンケミカルインダストリーズだ。今年２月にドイツ系・スイス系

の流れを汲むホイバッハ・グループを買収したことがＩＪ分野に本格進出する端緒となったが、買収直前にホイバッハが静

岡工場（静岡県掛川市）で生産を始めた新規ナフトール系顔料によるキナクリドン代替を狙う。 

 一般にナフトールを含むアゾ系顔料は黄みに寄った赤色だが、ホイバッハは独自設計によってキナクリドンに近い青み

がかった赤色を実現。着色力の高さと合わせて訴求しており、ＩＪのほかトナー向けでも高耐久・低コスト化をターゲットに

据えていく。 

 デジタル印刷用顔料の主要サプライヤーは２０年代に相次いだグローバル大手の合従連衡でＤＩＣ－スダルシャンの２

陣営に絞り込まれた格好だが、類似の「置き換え路線」で独自の立ち位置を目指すのがトーヨーカラーだ。同社もＩＪイン

キのほかに顔料外販を手がけるポジションにあり、マゼンタでは同じくナフトール系によるキナクリドン代替を志向。イエ

ローでも水系分散に適した新骨格の顔料開発に挑み、これまで特色インキが必要とされたレッド・グリーンまでをＣＭＹの

みでカバーする点で差別化を図りたい考えだ。 

 

 ＜印刷速度にブレイクスルー待望 中規模程度もカバーへ＞ 

 まだフィルム分野での在来版式の置き換えは本格化していないが、トーヨーカラーによれば「２４年はとりわけ産業用ＩＪ

を含むデジタル印刷の普及が本格化した印象」があった。背景には先進国で共通課題となる人手不足や人件費の高騰

があり、市場規模の大きい商業印刷・ラベル向けなどでオフセット印刷からの切り替えが進んだもよう。具体的な適用先

は不明だが、日本化薬でも２４年度業績に水性ＩＪインキの出荷増が反映された。 

 サカタインクスによれば、現状は「包材生産におけるボリュームの観点から、在来版式の環境対応とデジタル印刷の導

入で棲み分けるべき分岐点が見えてきた段階にあるのだろう」とのことだ。水性ＩＪには印刷速度に関するブレイクスルー

が求められるが、将来は少ロットの限定品向けから脱して中規模程度の量産包材までをカバーしていく可能性もある。 

 一方で大量生産向けは長年にわたって水性フレキソ印刷によるグラビア代替が注目を集めており、２４年にＴＯＰＰＡＮ

がレトルト包材への適用に成功した事例は見逃せない。ＴＯＰＰＡＮは１９年に群馬センター工場（群馬県明和町）に水性

フレキソ機を導入してから検討を進めてきたが、コロナ禍を挟んでいよいよ量産適用の時期を迎えた格好と言える。 

 今後は「水性フレキソ×無溶剤型ラミネート接着剤」のセット導入で環境対応を加速する考えで、グラビア印刷からの版

式変更について旗振り役を目指す。一方の水性ＩＪも大阪シーリング印刷といった中堅企業が今年に入って導入を発表し

ており、将来のフィルム印刷で双璧をなし得る「水性ＩＪ／水性フレキソ」から目が離せない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



② 毎日新聞、8 月から土曜夕刊休止 販売店の労働環境改善 

2025 年 6 月 12 日 日本経済新聞 

 

毎日新聞社は 12 日、8 月 2 日から土曜日の夕刊を休止すると発表した。新聞販売店の従業員や配送トラックの運転

手の人手不足が深刻化しており、労働環境の維持や改善を図るためとしている。月曜日から金曜日までの夕刊発行は

続ける。購読料は据え置く。 

夕刊を発行しているのは東京都や大阪府など 16 都府県。全ての都府県で土曜日の発行をやめる。 

土曜日に掲載していた芸能やスポーツなどの記事は平日に掲載する。金曜日の夕刊をリニューアルし、医療・健康情

報を充実させるという。 

全国紙の夕刊発行を巡っては、朝日新聞も 8 月から土曜日の夕刊を休止すると 3 日に発表した。毎日新聞と同様、新

聞販売店の労働環境の改善を図ると説明していた。〔共同〕 

 

 

 

 

 

③ 朝日新聞、8 月から土曜夕刊を休止 販売所の労働環境改善 

2025 年 6 月 3 日 日本経済新聞 

 

朝日新聞社は 3 日、8 月から土曜日の夕刊を休止すると発表した。朝日新聞販売所の労働環境の維持や改善を図る

ためとしている。人手不足が深刻化する中、休日の確保や労働時間の適正化が社会的要請となっているとした。 

月曜日から金曜日の夕刊発行は続ける。購読料は据え置く。 

朝日新聞社によると、土曜日の夕刊の発行部数は 4 月時点で約 89 万部だった。茨城、兵庫、和歌山各県など 1 都 2

府 8 県で発行している。 

土曜日の特集記事は平日夕刊に移し、論説委員による大型論考など新たな企画も始めるという。〔共同〕 

 

 

 



④ ゴム加工関連原料 カー黒、大きく上げ基調 

2025 年 6 月 12 日 化学工業日報 

 

 ゴム加工製品の国内における周辺原料価格をみると、カーボンブラック（カー黒、ＣＢ）は上げ基調となった。また「メー

カー各社の“ベースアップ”が出揃った」（商社筋）ことで目下、価格交渉も進み、大きく上げ基調にある。炭酸カルシウム

（炭カル）は、重質炭酸カルシウム（重炭／重カル、重質品）および軽質炭酸カルシウム（軽炭／軽カル、軽質品）で新値

が浸透ずみ。ゴム薬品も同様だ。合成ゴムも動きがないが、一部でエチレンプロピレンゴム（ＥＰＤＭ）のベアが打ち出さ

れ、市場が様子見の状況。昨年末に価格改定が打ち出されたホワイトカーボンは当初の見通し通り、今春までに新値が

浸透したようだ。 

 ＣＢは原油価格に連動して３カ月ごとに決まるフォーミュラ制の値決めが定着している。ただ算定対象の油格が、ブレン

ト原油の円価計算となるケースが多く、一般に原油価格が下落基調だったなかでも今年に入ってから上昇傾向にあった。

そのため、５～７月のＣＢ価格は１キログラム当たり２～５円の上げ幅だった。 

 またメーカーがベアを打ち出しており、先ごろ各社のアナウンスが出揃った。人件費・労務費や物流費の上昇などを背

景としており、製造・供給面でのコスト増が影響している。需要家は抵抗しているが、「現状では国内のＣＢ需給にややタ

イト感がある」（市場関係者）ようだ。不足分は輸入品で賄われるが、供給安定性や品質面では国内品に優位性がある。

そのため売り腰が強く、初夏までには大手需要家でも受け入れが進み、「おそらく満額で決着する」（同）見込みだ。 

 炭カル価格は現状、大きな値動きはない。重質品については、輸送費の上昇や電力料金の変動を加味し昨春に新値

が浸透している。軽質品も重質品から半年のタイムラグで価格改定アナウンスが出され、昨年内には新値が浸透したよ

うだ。なお軽質品は、機械的な破砕・粉砕で製造する重質品と異なり化学プロセスを経て製造する。そのため軽質品の

方が値上げ幅も大きかったようだ。 

 ゴム薬は人件費・労務費など製造コストの上昇に加え、為替動向や需給動向による輸入原料の高値を背景に値上げ

交渉が進んでいた。昨年後半に「打ち出しの“八掛け”から満額」（商社筋）で決着しており、現状では上げ機運に乏しい。 

 原料となる国内合成ゴムでは、市場関係者が注目していたＣＲが、すでに新値に移行ずみ。ただフォーミュラ制の値決

めが定着しているＥＰＤＭで、一部メーカーがベアを打ち出している。他メーカーも状況をみながら、夏期～秋期までに追

随してアナウンスを打ち出す可能性が出ている。設備更新費など老朽化したプラントの維持コストが増大していることが

背景要因。ただ各社の上げ幅については「多品目も含めた設備・収益などエチレンセンター全体での採算性や、企業ト

ータルでの事業構造が違う」「ゴム品目単体としての打ち出し幅には差が出るだろう」（市場関係者）との見通しがある。 

 合成シリカの一種であるホワイトカーボンでも昨年末から価格改定が打ち出されている。合成シリカは湿式の沈降シリ

カ、ゲル状タイプのゲルシリカ、乾式シリカ、シリカゾルなどに大別され、ホワイトカーボンは沈降シリカの通称。こちらは

今春には新値が浸透したようだ。外販メーカーが限定されていることもあり、スムーズな決着となったもよう。値上げが通

ったばかりのため、現状では上げ機運に乏しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



⑤ リンカーズ、新マッチングサービス 来年提供開始 

2025 年 5 月 16 日 化学工業日報 

 

 ビジネスマッチング事業を展開するリンカーズ（東京都文京区、前田佳宏社長）は、Ｓ

ａａＳ（ソフトウエア・アズ・ア・サービス）による新たな情報検索・マッチングサービスを開

始する。ＡＩ（人工知能）を使用した対話形式の条件検索により、マッチング時間の大幅

な短縮に成功した。従来は３カ月程度を要していた面談までの時間が、最短１週間で設

定できるという。２０２６年春までに提供を開始する予定で、同年半ばには海外の特許

や最新の研究事例も取り込むなど、マッチング対象を全世界の企業や研究機関に広げ

る。同社のマッチングサービスは、パートナー探索や新材料の用途開拓などを目的に

多くの大手化学メーカーで採用が拡大している。新サービスでは定額制の料金設定を

導入するなど、使い勝手の向上で、化学メーカーなどのビジネス拡大に貢献する考えだ。 

 

前田社長 

 

 新サービスの名称は「Ｌｉｎｋｅｒｓ ｆｏｒ Ｍａｋｅｒｓ（リンカーズ・フォー・メーカーズ）」を予定。インターネット経由でソフトウエ

アを利用できるＳａａＳを導入する。 

 販路開拓やリサーチなどを行う現状のサービスでは、リンカーズのスタッフが材料の用途開拓などを希望するメーカー

と対話を重ね、募集要項を作成している。候補企業のリストアップから面談にいたるまで２～３カ月程度の時間を要して

いるが、新サービスではＡＩとの対話により、非公開情報を含む約４５万社のデータベースの中から、パートナー候補企業

の自動選出を実施。短時間で２０～３０社の候補リストを入手することができる。例えば用途開拓などに活用する場合、

「２～３分で新たな買い手を見つけることも可能になる」（前田社長）という。 

 また、従来は１案件ごとに料金が発生していたが、新サービスでは月額の定額制の導入を決めた。さらに、２６年半ば

までには海外の企業や研究機関、大学などの論文や研究動向などもデータベースに加える計画で、サービスのさらなる

拡充を図る。 

 リンカーズのマッチングサービスは、化学業界をはじめ、自動車や食品、機械など幅広い業界で活用されている。圧倒

的なデータベースと国内外のコーディネーター機関の活用で、マッチング率は４７％と一般的なプラットフォームに比べ約

５倍を達成。例えば化学関連メーカーでは、特殊材料の量産委託先の探索や光学部品向けの用途開拓など、数多くの

マッチングや新規商談が成立している。 

 リンカーズでは今後、新サービスの提供を契機に、さらなる事業拡大を目指す考えを示す。営業人員の採用を積極的

に拡大することで、既存顧客への深耕提案に加え、新規顧客開拓力を強化するほか、素材や自動車、電機、医療など、

業界ごとに組織した専門チームで顧客や業界との関係強化に取り組む。 

 なかでも化学を中心とした材料を注力分野の一つととらえ、マッチングサービスの導入提案を強化していく。この一環と

して４月、元東レ副社長の阿部晃一氏と特別顧問契約を締結した。技術経営の第一人者として知られる阿部氏の知見も

生かしながら、革新的な技術と社会的なニーズの結びつきにつなげるとしている。 

 新サービスの導入について前田社長は「これまでのエージェント型サービスからスカウト型サービスへと変貌を遂げる」

と強調する。オープンイノベーション・プラットフォームの進化により、世界中の製造業の技術の懸け橋となることで、「製

造業の研究開発の生産性や事業化率を飛躍的に向上させたい」としている。 

 

 

 



⑥ ＫＮｉＴ、パンや培養肉などＡＩ画像で食感を数値化 

2025 年 6 月 12 日 化学工業日報 

 

 

パンの気泡の解析結果。「ＧｅＸｅｌ」では気泡部分のみの抽出も可能（右） 

 

 人工知能（ＡＩ）画像解析スタートアップのＫＮｉＴ（大阪市中央区）は、画像から食感を数値化するサービスで食品市場へ

の訴求を強める。官能評価から数値データに置き換えることで、結果のばらつきを抑えるとともに、開発期間の大幅な短

縮、品質向上を実現する。食感は、粉体や気泡などの数や大きさから推測できるものの、画像解析を人手でやろうとす

ると多大な労力と時間がかかる。一方、同社のＡＩ画像解析サービス「ＧｅＸｅｌ」（ジクセル）を用いればわずか数分で解析

結果を得られる。パンや麺類の食感、ビールの気泡などに加え、培養肉の細胞組織構造の把握にも商機を見込む。 

 おいしさを左右する「ふんわり」「もちもち」といった食感は数値化が難しく、人の感性に依存する官能検査が主流となっ

ている。ただ、個々人で解析結果にばらつきが生じる。顕微鏡で撮影した画像から気泡を数えたり、構造を分析したりす

れば食感を推測できるものの、「とても大変な作業であるため、これまで誰もやろうとしなかった」（松本恭成ＣＰＯ）。パン

の気泡の場合「気泡数が多ければ気泡膜が薄いので、軽くソフトな食感となる。気泡数が少なければ気泡膜が厚く、か

み応えの強い食感だと分かる」という。 

 気泡の形も影響を与えており、縦に長いと引きが強い食感になり、丸目だと歯切れがよい食感となる。唾液と混ざる過

程では、グルテンの架橋構造の把握が重要だ。肉などの細胞の状態も捉えることができる。例えば、冷凍食品では冷凍

前後の細胞画像を撮影する。細胞が壊れていると食感が変わるため、前後の画像比較が有用だ。 

 気泡や構造を一つひとつ数えたり、分析したりすることは非常に煩雑な作業となる。研究員が機能形状やサイズを計

測する場合、顕微鏡と測長ソフトウエアを用いる手法が一般的だ。測長ソフトウエアは、いわば物差し。研究員は物差し

で気泡の形状やサイズを長時間見続けることになり、その労力は多大なものという。加えて、これまでのソフトウエアでは

「気泡以外も認識してしまうため気泡がつながってしまい、正確に数えられない。正しい構造を認識できなかった」（同）。 

 一方、同社のＡＩ画像解析サービス・ＧｅＸｅｌは、気泡部分のみを抽出可能だ。境界の把握を得意としているため、個々

の気泡がつながらず、正確に数えることができる。「今回、ＡＩによる食感の要因解析から人間の感覚に近かったり、先行

研究と相関があったりするという解析結果が得られた。例えば、空隙の向きと歯切れの相関が得られたのは興味深い」

（同）と自信をみせる。食品メーカーや素材・原料・食品添加物を手がける化学メーカーへの提案を強化する。 

 ＧｅＸｅｌは画像をブラウザー経由でアップロードすると、数分で粉体や気泡の数・大きさ・形状・色・凝集率などの解析デ

ータが返ってくる。数クリックで自動分析可能。品質管理の正確化、製造工程の最適化にもつながる。月額利用料は５万

～２０万円。「一般的に専用ソフトウエアの開発を依頼すると２００万～５００万円、ＡＩ作成には１００万～３００万円を要す

る」（同社）。 

 

 

 



⑦ 中東危機、原油高が突く米経済の「不都合な真実」 

2025 年 6 月 14 日 日本経済新聞 

 

 

 

13 日の米株式市場でダウ工業株 30 種平均は大幅に反落し、前日比 769 ドル安の 4 万 2197 ドルで終えた。イスラエ

ルがイランの核施設などを攻撃し、投資家のリスク回避姿勢が強まった。中東情勢が緊迫するなか、米市場では原油や

金に買いが入った。米経済を取り巻く「不都合な真実」を改めて浮かび上がらせた。 

イスラエルのイラン攻撃が伝わったのは米東部時間 12 日夜。商品市場では WTI（ウエスト・テキサス・インターミディエ

ート）原油先物が一時 1 バレル 77.62 ドルと、期近物としては 1 月以来の高値を付けた。その後は上げ幅を縮めたもの

の、13 日は前日比 4.94 ドル高の 72.98 ドルで終えた。 

生産や流通への影響が実際に出れば、一段の原油高は避けられない。市場が警戒するのは、イランが中東産原油

の海上輸送の要衝であるホルムズ海峡を封鎖したり、イスラエルがイランの石油施設を攻撃したりする事態だ。 

ホルムズ海峡は世界需要の 2 割に相当する原油の輸送路になっている。万が一のことが起きれば世界経済の混乱

は避けられないが、ハートリー・パートナーズのエドワード・モース氏は「封鎖の可能性はかなり低い」と話す。中東産原

油を必要とする中国が望まないうえ、米国の介入を招くことになるからだという。 

イランの石油施設が攻撃されればどうなるか。オランダの金融大手 ING はイランの生産量の半分ほどの日量 170 万

バレルの輸出が途絶えれば、原油価格を80ドルに押し上げると予想する。一方、石油輸出国機構（OPEC）には日量500

万バレルの増産余力があり、影響の長期化を見込んでいない。 

イスラエルとイランが挑発と攻撃の応酬を続ける限り、市場は最悪の事態を想定せざるを得ない。原油相場が短期的

に下がりにくいのは確かだろう。イラン攻撃に関与していないことを明言する米国にとっても、これは厄介な事態だ。 

米経済には減速感があり、石油需要にも及んでいる。米エネルギー情報局（EIA）の週間統計から推計した米ガソリン

消費量は 5 月から前年実績を下回り、やや頭打ち感がある。需要が増えるドライブシーズンに入ったにもかかわらず、か

なり異例の動きだ。 

原油が一段と値上がりすればガソリン価格にも跳ね返り、消費をさらに冷え込ませかねない。ストラテジック・エナジ

ー・アンド・エコノミック・リサーチのマイケル・リンチ氏は「ガソリン高が消費者心理を悪化させ、他の支出を減らすことに

つながる」と警戒する。 

米国の物価指標は 5 月まで米関税政策による影響がほとんどなかった。モルガン・スタンレーは「今後数カ月のうちに

財の価格が一段と上がる」とみており、その影響が 8〜9 月にピークに達するという。原油高は米国のインフレを勢いづ

かせる可能性もある。 

原油価格と市場の予想インフレ率の間には連動性があり、債券市場の予想インフレ率を示すブレーク・イーブン・イン

フレ率（BEI）は 13 日に切り上がった。「我々はインフレを制御してきた」というトランプ米大統領には悩ましい事態だ。米

経済の弱みを突くような原油高を前に市場参加者が尻込みするのも無理はない。 

（NQN ニューヨーク=三輪恭久） 



⑧ 週間原油コストの推移 

週間コスト 4 円 50 銭程度上昇  

   中東緊迫化 原油相場急伸 

2025 年 6 月 18 日 燃料油脂新聞 

 

 



 


